
給実 甲 第１ ２７ ３号

令和 ２ 年６ 月１ ７日

人 事 院 事 務 総 長

給実甲第６５号の一部改正について（通知）

給実甲第６５号（人事院規則９―７（俸給等の支給）の運用について）の一部

を下記のとおり改正したので、令和２年６月１７日以降は、これによってくださ

い。

記

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分をこ

れに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分のよ

うに改める。

改 正 後 改 正 前

第３条関係 第３条関係

第１項 第１項

「俸給の支給義務者を異にし 「俸給の支給義務者を異にし

て移動した場合」とは、その職 て移動した場合」とは、その職

員の給与の支出について定めら 員の給与の支出について定めら

れた予算上の部局（特別会計に れた予算上の部局（特別会計に

あっては、これに相当する予算 あつては、これに相当する予算



上の区分）を異にして移動した 上の区分）を異にして移動した

場合を指すものとする。なお、 場合をさすものとする。なお、

その他の場合においても必要と その他の場合においても必要と

認めるときは本条の規定に準じ 認めるときは本条の規定に準じ

て取り扱って差し支えない。 て取り扱つてさしつかえない。

第１３条関係 第１３条関係

一 各庁の長又はその委任を受け 一 各庁の長又はその委任を受け

た者は、超過勤務等命令簿を作 た者は、超過勤務等命令簿を作

成し、職員に超過勤務、超勤代 成し、職員に超過勤務、超勤代

休時間の勤務、休日給の支給さ 休時間の勤務、休日給の支給さ

れる日の勤務、夜間勤務及び宿 れる日の勤務、夜間勤務及び宿

日直勤務（常直勤務（人事院規 日直勤務（常直勤務（人事院規

則９―１５（宿日直手当）第１ 則９―１５（宿日直手当）第１

条第３号に掲げる勤務及び同条 条第３号に掲げる勤務及び同条

第４号に掲げる勤務のうち同条 第４号に掲げる勤務のうち同条

第３号に掲げる勤務と同様の勤 第３号に掲げる勤務と同様の勤

務をいう。以下同じ。）を除く 務をいう。以下同じ。）を除く

。以下この号において同じ。） 。以下この号において同じ。）

を命じた場合は、その都度勤務 を命じた場合は、その都度勤務

時間管理員にその年月日、職員 時間管理員にその年月日、職員

の氏名、超過勤務、休日給の支 の氏名、超過勤務、休日給の支

給される日の勤務、夜間勤務又 給される日の勤務、夜間勤務又

は宿日直勤務の区分別及びそれ は宿日直勤務の区分別及びそれ

ぞれの手当の支給割合（その割 ぞれの手当の支給割合（その割

合が１００分の１５０又は１０ 合が１００分の１５０又は１０

０分の１７５である超過勤務手 ０分の１７５である超過勤務手



当の支給割合にあっては、一般 当の支給割合にあっては、一般

職の職員の給与に関する法律（ 職の職員の給与に関する法律（

昭和２５年法律第９５号。以下 昭和２５年法律第９５号。以下

この号において「給与法」とい この号において「給与法」とい

う。）第１６条第１項第１号に う。）第１６条第１項第１号に

掲げる勤務（国家公務員の育児 掲げる勤務（国家公務員の育児

休業等に関する法律（平成３年 休業等に関する法律（平成３年

法律第１０９号）第１６条（同 法律第１０９号）第１６条（同

法第２２条において準用する場 法第２２条において準用する場

合を含む。）又は第２４条の規 合を含む。）又は第２４条の規

定により読み替えられた給与法 定により読み替えられた給与法

第１６条第１項ただし書又は第 第１６条第１項ただし書又は第

２項に規定する７時間４５分に ２項に規定する７時間４５分に

達するまでの間の勤務（以下こ 達するまでの間の勤務（以下こ

の号において「７時間４５分内 の号において「７時間４５分内

勤務」という。）を除く。）、 勤務」という。）を除く。）、

７時間４５分内勤務及び給与法 ７時間４５分内勤務及び給与法

第１６条第１項第２号に掲げる 第１６条第１項第２号に掲げる

勤務の別並びに同条第３項の規 勤務の別並びに同条第３項の規

定の適用の有無の別の支給割合 定の適用の有無の別の支給割合

）別の時間数（宿日直勤務にあ ）別の時間数（宿日直勤務にあ

っては、その勤務１回の時間数 っては、その勤務１回の時間数

）並びに超勤代休時間にした勤 ）並びに超勤代休時間にした勤

務の時間数及び当該勤務の給与 務の時間数及び当該勤務の給与

法第１６条第４項に規定する減 法第１６条第４項に規定する減

じた割合別の時間数をこれに記 じた割合別の時間数をこれに記



入させた上、自ら確認し、当該 入させた上、自ら押印するもの

超過勤務等命令簿にその旨を示 とする。

すものとする。

二 各庁の長又はその委任を受け 二 各庁の長又はその委任を受け

た者は、職員に常直勤務を命じ た者は、職員に常直勤務を命じ

た場合には各月の末日（俸給の た場合には各月の末日（俸給の

支給義務者を異にして移動した 支給義務者を異にして移動した

場合にはその移動の日の前日） 場合にはその移動の日の前日）

に、超過勤務等命令簿にその月 に、超過勤務等命令簿にその月

の勤務日数を勤務時間管理員に の勤務日数を勤務時間管理員に

記入させた上、自ら確認し、当 記入させた上、自ら押印するも

該超過勤務等命令簿にその旨を のとする。ただし、当該期間中

示すものとする。ただし、当該 において勤務しなかった日があ

期間中において勤務しなかった る場合は、その都度そのことを

日がある場合は、その都度その 朱書するものとする。

ことを朱書するものとする。

三 （略） 三 （略）



）



以 上


